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財政とは

私たちが健康で豊かな生活を送るためには，国や都道府県，市町村などから，様々な「公共

サービス」を提供してもらう必要があります。

国などが公共サービスを提供するためのお金（税金）をみんなが出し合って，生活に役立つよ

うに使っていく活動のことを「財政」といいます。

下の図は，家計・企業・政府の関係を表したものです。

一会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）におけるすべての収入（税金等）を「歳

入」，支出（公共サービス費・社会保障費・補助金等）を「歳出」といいます。それでは，本市

における財政について，会計区分以降のセクションで詳しく見ていきましょう。

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

企業家計

国

地方公共団体

賃金・サービス

公共サービス

社会保障

税金

公共事業
補助金

税金

労働・代金

1 財政とは
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人口

平成８年４月に東葉高速鉄道が開通し人口が急激に増加しました。近年，生産年齢人口（１５

～６４歳）は横ばい傾向にありますが，年少人口（～１４歳）の減少や老齢人口（６５歳～）の

増加から，少子高齢化が進んでいるのが分かります。

1 近年の人口の推移

※ 千葉県内市町村との比較（令和４年４月１日現在）
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内容 八千代市 千葉県

平均年齢 46.1歳 47.4歳

年少人口（１５歳未満人口）比率 12.6% 11.7%

老年人口（６５歳以上人口）比率 25.0% 27.5%

人口増減率 平成２７年～令和２年 国勢調査結果 3.3% 1.0%

（出典 千葉県年齢別・町丁字別人口）

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。
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八千代市は昭和４２年１月１日に市制施行しました。当時の人口は４１，５７４人。令和３年

９月３０日の人口は２０３，０３１人，約４．９倍となっています。

2 人口と予算の推移

市制施行当時の昭和４２年の予算と比較すると，一般会計予算は６１．６倍，特別会計と公営

企業会計を加えた予算総額は９１．７倍になっています。

区分 昭和４２年度 令和３年度 倍率

一般会計 948,447千円 58,410,000千円 61.6倍

予算総額 1,154,308千円 105,823,064千円 91.7倍

人口 44,377人 203,031人 4.6倍
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（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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会計区分

地方公共団体の会計は，一般会計と特別会計に区分されていますが，各団体の会計区分は一様

ではないため，地方公共団体全体の財政状況を明らかにするとともに，地方公共団体相互間の比

較を可能とする観点から，統一的な方法により，一般行政部門の会計を普通会計として整理し，

その他の会計（公営事業会計）と区分しています。

一般会計とは，教育や福祉，道路・公園の整備等の基本的な行政サービスを行う会計のことを

いいます。特別会計とは，特定の事業を特定の収入によって行い，その収支を明確にするために

一般会計から独立させた会計のことをいいます。

それでは，本市の会計区分について見ていきましょう。

1 会計区分

一般会計

国民健康保険
事業特別会計

介護保険事業
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

水道事業会計
公共下水道事業

会計

墓地事業
特別会計

普通会計

公営事業会計

公営企業会計

次の「決算」以降のセクションでは，普通会計をベースに見ていきましょう。
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決算

令和３年度決算の概況は以下の通りです。

1 概況

近年の決算規模は５００～６００億円でしたが，新型コロナウイルス感染症関連事業経費の増

等により，令和２年度に歳入歳出ともに大幅な増となり，令和３年度も引き続き約７００億円の

規模となっています。

2 歳入歳出決算額
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歳入総額 歳出総額

●歳入

705億円（前年度比 △105億円，△13.0％）

●歳出

668億円（前年度比 △116億円，△14.8％）

●単年度収支

10億円（前年度比 +3億円）

●実質単年度収支

13億円（前年度比 +9億円）

●財政力指数

0.94

●経常収支比率

92.2％（前年度比 △3.4ポイント）

●市債残高

450億円（前年度比 △30億円）

●実質公債費比率

5.9％（前年度比 △0.3ポイント）

●標準財政規模

369億円

●将来負担比率

5.5％（前年度比 △9.8ポイント）

●実質収支

30億円（前年度比 +10億円，+49.3％）

●財政調整基金残高

41億円（前年度比 +13億円）
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（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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市税

296億円

42%

その他

70億円

10%

国県支出金

223億円

32%

地方譲与税・

交付金
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6

3 歳入

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

自主財源とは，皆さんに納めて

いただく地方税や使用料，手数料

等，地方公共団体が自主的に得る

ことができる財源であり，自主財

源の大半は市税となっています。

一方，依存財源とは，国や県か

らの支出金，地方債等，市が自主

的に得ることができない財源をい

います。

その他には，市が行う事業につ

いて受益に応じて負担してもらう

分担金・負担金，市有地の貸付料

など市の財産活用についての収入

や，市有財産の処分によって得た

収入である財産収入等があります。

令和３年度は，令和２年度に引き続いて新型コロナウイルス感染症関連事業の国県支出金の額

が大きく，依存財源が４８％の割合を占めています。一方，自主財源では，市税が微減となりま

した。次項では自主財源の大半を占める市税について見ていきましょう。

※ 歳入の推移
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（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。
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自主財源の大半を占めている市税ですが，そのうち多くが市民税及び固定資産税となっていま

す。これらは，景気の変動や税制の変更に左右されますので，行政サービスへの影響力が高いも

のとなっています。

※ 市税の推移

4 市税

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

市民税とは，市民の皆さんに納

めていただく税金や市内に事業所

等がある法人に納めていただく税

金のことをいいます。

固定資産税とは，土地・家屋・

償却資産（事業用の機械等）にか

かる税金のことをいいます。

その他には，軽自動車や原付バ

イク等にかかる軽自動車税や，た

ばこの製造業者等が市内の小売販

売者に売り渡した「たばこ」にか

かる市たばこ税等があります。
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（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。
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下のグラフは各団体の令和３年度決算における歳入総額に占める市税の割合を表したグラフで

す。本市は他団体と比較すると中位に位置しています。

※ 歳入総額に占める市税の割合（千葉県内市類似団体との比較）

国県支出金とは，地方公共団体が行う特定の事務事業に対して国や県から交付されるお金で，

依存財源の中でも割合が高いものとなっています。令和３年度は，令和２年度に引き続いて新型

コロナウイルス感染症関連事業の国県支出金の額が大きくなっています。

5 国県支出金

※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。
※市税割合については，算定するに当たって用いられた数値を千円単位とし，算定しています。

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

83 77 89 99 90 91 86 92 99

325

29 32
30

32 34 33 34 37 41

45

112 108
119

132 124 124 120 129
141

370

100

200

300

400

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（億円）

県支出金

国庫支出金

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

866 704 230 245 286 304 300 3672,216 2,140 728 717 828 917 811 922
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浦
安
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（億円） 市税 歳入総額 市税割合
（％）

865 699 226 239 291 310 296 4281,842 1,943 641 590 686 868 705 757
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（％）
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国庫支出金

865 699 226 239 291 310 296 4281,842 1,943 641 590 686 868 705 757
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（億円） 市税 歳入総額 市税割合
（％）



20 19

15 15 14
12

10 11 12

25

3 3

2
3

2

2

2
2 1

1
23 22

18
19

16

14

12

13 13

26

5

10

15

20

25

30

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（億円）

特別交付税

普通交付税

9

地方交付税は，すべての地方公共団体の行政サービスが一定の水準で行われるために必要な財

源を確保するものです。地方交付税には，普通交付税と災害など特別の事情に応じて交付される

特別交付税があります。総額の９４％が普通交付税として，６％が特別交付税として交付されま

す。令和３年度は，普通交付税において，臨時経済対策費の創設等に伴う追加交付等により，大

幅な増となりました。

6 地方交付税

普通交付税は，基準財政需要額（標準的な財政需要）に対する基準財政収入額（標準的な財政

収入）の不足額が交付されます。なお，平成１３年度より，当該不足額の一部が臨時財政対策債

に振替える仕組みが導入されました。

※ 普通交付税の仕組み

基準財政需要額

基準財政収入額 普通交付税

地方税収入の75％ 地方譲与税等

＋

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

標準財政規模について

基準財政収入額などから算出される指標で，「標準財政規模」というものがあります。

これは，地方公共団体の標準的な状態における経常的一般財源の規模を示すものです。地

方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上での目安となるもので，財政指標の算

出のためなどに用いられます。
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少子高齢化の進展等による自然増等により，福祉サービスの費用である民生費は一番多い経費

となっています。令和３年度は，新型コロナウイルス感染症関連事業において，子育て世帯や住

民税非課税世帯等を対象とした臨時特別給付金給付事業の経費増による民生費の伸びが目立って

います。

※ 目的別歳出の推移

7 目的別歳出

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

目的別とは，地方公共団体の経

費を行政目的によって分類するこ

とです。これにより，どの分野・

部門へ経費を割いているのかが把

握できます。

その他には，議員報酬や，議会

運営のための費用，失業対策・雇

用対策等の費用，農業の振興を図

るための費用等があります。

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

総務費

251億円

32%

民生費

266億円

34%

衛生費

52億円

7%

土木費

36億円

4%

消防費

22億円

3%

教育費

77億円

10%

公債費

57億円

7%

その他

23億円

3%

783
億円

総額

56 66 64 57 63 61 58 56 61

251
197 194 198 219 216 225 233 242 256

266

56 49 50
70 67

84 49 51
53

52

40 44 45
39 31

32
36 37

38

36

21 22 20
21 19

20
22 23

32

22

87 105 79

129
94 65

67 71

87

77

60
61

60

59

58 54
55 57

58

57

17
21

13

16

15 12
12

12

13

23

535
561

529

610
562 553 533 548

597

783

100

200

300

400

500

600

700

800

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（億円）

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

衛生費

民生費

総務費

総務費

65億円

10%

民生費

313億円

47%
衛生費

67億円

10%

土木費

38億円

6%

消防費

23億円

3%

教育費

88億円

13%

公債費

57億円

9%

その他

15億円

2%

668
億円

総額

66 64 57 63 61 58 56 61

251

65

194 198 219 216 225 233 242 256

266

313

49 50
70 67

84 49 51
53

52

67

44 45
39 31

32
36 37

38

36

38

22 20
21 19

20
22 23

32

22

23

105 79

129
94 65

67 71

87

77

88

61
60

59

58 54
55 57

58

57

57

21
13

16

15 12
12

12

13

23

15

561
529

610
562 553 533 548

597

783

668

100

200

300

400

500

600

700

800

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（億円）

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

衛生費

民生費

総務費
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近年，主に扶助費の増に伴う義務的経費の増加傾向による，財政の硬直化が懸念事項となって

います。令和３年度は，新型コロナウイルス感染症関連事業において，子育て世帯や住民税非課

税世帯等を対象とした臨時特別給付金給付事業の経費増による扶助費の伸びが目立っています。

※ 性質別歳出の推移

8 性質別歳出

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

性質別とは 地方公共団体の経

費を経済的性質を基準として分類

することです。

人件費・扶助費・公債費のこと

を義務的経費といいます。

物件費には，消耗品や備品の購

入費，光熱水費，業務委託料等が

あります。

補助費等には，負担金・補助

金・交付金等があります。

その他には，維持補修費，災害

復旧費等があります。

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

人件費

110億円

14%
扶助費

172億円

22%

公債費

57億円

7%

物件費

121億円

15%

補助費等

236億円

30%

普通建設

事業費

29億円

4%

繰出金

52億円

7%

その他

7億円

1%

義務的経費

339億円

43%

783
億円

総額

114 113 110 109 108 108 109 108 104 110

119 120 119 128 131 145 145 147 159 172

60 61 60 59 58 54 55 57 58
57
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610
562 553 533 548

597
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700
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（億円）
その他

繰出金

普通建設事業

費

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

人件費

110億円

16%

扶助費

216億円

32%
公債費

57億円

9%

物件費

136億円

20%

補助費等

33億円

5%

普通建設事業費

44億円

7%

繰出金

55億円

8%

その他

17億円

3%

義務的経費

383億円

57%

668
億円

総額

113 110 109 108 108 109 108 104 110 110

120 119 128 131 145 145 147 159 172
216

61 60 59 58 54 55 57 58
57

57
88 90 92 95 97 103 103 112
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（億円）
その他

繰出金

普通建設事業

費

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費



17.6 15.3 15.1 16.5 20.3
12.1 16.4 18.1

36.9
34.7

28.8 30.4
29.1

30.3
32.4

23.3

4.1
5.8

8.5 5.1
7.9

4.7

8.6

10.2

20.0
16.2

18.3 15.9

17.6

17.5

20.4
26.0

4.6

6.3 5.6 12.2
6.2

7.4

4.9 5.9

8.2
8.3 11.2 4.6

8.6
16.8

6.5 9.0

7.2
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1.4 5.7 5.1 5.2 3.4 4.6 2.6 2.4
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市川市 松戸市 野田市 佐倉市 習志野市 流山市 八千代市 浦安市

その他

繰出金

普通建設事業

費
補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

11.0 10.4 11.4 13.2 9.6 5.9 9.8 8.3

51.0 50.2 43.8
45.2

45.9
45.0

46.9
41.6

11.5 11.0
10.7

10.2
8.7

11.0
10.1

9.3

6.5 7.7
9.6 5.2

7.5
5.9

5.7
10.5

3.4 3.2
2.9 5.3

4.3
2.7

3.5
2.9

10.7 10.1
10.1 12.0

13.6 23.0 13.2
14.9

4.1 5.8
8.5 5.1 7.9

4.7
8.6 10.2

1.8 1.6 3.0 3.8 2.5 1.8 2.2 2.3

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
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市川市 松戸市 野田市 佐倉市 習志野市 流山市 八千代市 浦安市

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

衛生費

民生費

総務費

12

下のグラフは令和３年度決算の各類似団体の歳出総額に占める性質別歳出の割合を表したグラ

フです。本市は他団体と比較して扶助費・公債費・物件費・繰出金の割合が高くなっています。

※ 千葉県内市類似団体との比較（性質別歳出）

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他

下のグラフは令和３年度決算の各類似団体の歳出総額に占める目的別歳出の割合を表したグラ

フです。本市は他団体と比較して民生費・公債費の割合が高くなっています。

※ 千葉県内市類似団体との比較（目的別歳出）

※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。
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債務負担行為とは，地方公共団体が業務委託，建設工事及び用地取得を行う場合に，複数年度

にわたる契約を結ぶ等，将来の財政支出を約束する行為のことをいいます。市債残高は，市債借

入額の抑制により，減少傾向にありますが，債務負担行為は，東八千代調理場運営管理等によっ

て規模を増し，２００億円超となっています。

※ 債務残高の推移（市債残高および債務負担行為翌年度以降支出予定額）

9 市債残高

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

市債とは，地方公共団体が資金

調達のために負担する債務であっ

て，その返済が一会計年度を超え

て行われるものです。原則として，

学校建設，道路整備等の建設事業

に対して発行されます。

臨時財政対策債については，地

方交付税の代わりに，地方公共団

体が国に代わって発行する特例的

な地方債です。償還にあたっては，

地方交付税を算定する上での基準

財政需要額に全額算入されます。

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

172 189 206 219 226 228 228 225 220 214

323
346 330

349 346 342 318 295 292 266

214
194 186 160 160 153 166

166 166 210

709 729 722 728 732 723 712
687 678 689

200

400

600

800

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（億円）

債務負担行

為翌年度以

降支出予定

額

その他市債

臨時財政対

策債

総務債

19億円

4%

衛生債

31億円

7%
土木債

59億円

12%

消防債

11億円

2%
教育債

129億円

27%

臨時財政対策債

214億円

45%

その他

16億円

3%

480
億円

総額

総務債

14億円

3%

衛生債

27億円

6%
土木債

53億円

12% 消防債

11億円

2%

教育債

120億円

27%

臨時財政対策債

211億円

47%

その他

14億円

3%

450
億円

総額

189 206 219 226 228 228 225 220 214 211

346 330
349 346 342 318 295 292 266 238

194 186 160 160 153 166
166 166 210

208

729 722 728 732 723 712
687 678 689

657

200

400

600

800

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（億円）

債務負担行

為翌年度以

降支出予定

額

その他市債

臨時財政対

策債

財
政
と
は

人
口

会
計
区
分

決
算

財
政
指
標
等

財
政
運
営
の
基

本
的
計
画

そ
の
他
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10 基金残高

近年，財政調整基金は増加傾向となっていますが，Ｐ１９にある千葉県内市類似団体との比較

から自治体規模を考慮すると未だ低い水準です。

※ 基金残高の推移

※上記のグラフは，令和３年度決算の内訳を表しています。

※上記のグラフには，土地開発基金は含まれていません。

自治体では，条例の定めるとこ

ろにより，特定の目的のために財

産を維持し，資金を積み立て，ま

たは定額の資金を運用するための

基金を設けることができます。

財政調整基金は，「財政の健全

な運営に資するため」，市債管理

基金は，「市債の償還及び市債の

適正な管理に必要な財源を確保し，

将来にわたる財政の健全な運営に

資するため」に設置されています。

その他の特定目的基金として，

庁舎整備基金やふるさと応援基金

等があります。

（注）表示単位未満を四捨五入していますので，内訳と合計値が一致しない場合があります。

※上記のグラフには，土地開発基金は含まれていません。
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1 決算収支にかかわる指標について

財政指標等

歳入

歳出 形式収支①

実質収支②

単年度収支③

実質単年度収支④

繰上償還金 積立金取崩し

区分 説明

形式収支① 歳入総額から歳出総額を引いたもの。

実質収支②

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を控除したもので，実質的な剰余金。
この実質収支から，黒字・赤字がどのくらいあるか分かります。収支の見通しをきちん
と立て，サービスを効率的に市民に配分したかどうか，行政運営の良し悪しを判断
する重要なポイントになります。目安として，標準財政規模の３～５％程度が望ま
しいとされています。

単年度収支③

実質収支には前年度以前からの黒字が累計されているため，当該年度だけの収
支を把握しようとするもの。実質収支から前年度の実質収支を差引き，黒字になれ
ば，新たな剰余が生じたといえます。この１年で黒字・赤字をどれだけ増やしたかとい
うことを表したものです。

実質単年度収支④

積立金，繰上償還金は，支出として収支の黒字を減少させるものですが，翌年
度以降の財政運営にとっては黒字の要素になります。一方，積立金の取り崩しは，
収入ですが将来の赤字の要素になります。このようなやりくりがなかったら，収支はどう
なるかということを表したものです。

※ 上記の指標のイメージ図

翌年度に繰越すべき財源

前年度の実質収支

積立金
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令和３年度は，普通交付税や地方消費税交付金等の増，積立金（財政調整基金）の取崩しの抑

制等に伴い，全ての収支で黒字となりました。

2 決算収支

プライマリーバランスとは 行政経費を借金をしないでどの程度賄えているかを示す指標です。

地方債等で調達した資金を除いた歳入から，地方債の元利償還金等を除いた歳出を差し引いて計

算します。つまり，借金の影響を考慮せずに，単年度の収支均衡がとれているかどうかを示す指

標です。基礎的財政収支とも呼ばれます。

3 プライマリーバランス

（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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経常収支比率とは，経常的な収入に対し，経常的な支出がどの程度あるかを示し，財政

構造の弾力性を判断するための指標です。令和３年度は地方交付税や地方消費税交付金等

の増の影響が大きく，経常収支比率は９２．２％となり３．４ポイント改善しましたが，

今後の動向に注視する必要があります。

4 経常収支比率

下のグラフは令和３年度決算の数値で，本市は比較的高い水準に位置しています。

※ 千葉県内市類似団体との比較
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※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。

（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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公債費負担比率とは，公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つです。この比率が

高いほど，一般財源等に占める公債費の比率が高く，財政構造の硬直化が進んでいることを表し

ています。１５％が警戒ライン，２０％が危険ラインとされています。

5 公債費負担比率

標準財政規模に対する実質収支の割合です。一般的には，３～５％が望ましいとされています。

6 実質収支比率

（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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財政調整基金とは，年度間の財源の不均衡を調整するための積立金です。財源に余裕のある年

度に積み立て，収入が著しく減ったときや，災害や大規模事業など一時的に多額な支出が必要に

なったときの財源にするものです。

7 財政調整基金残高

下のグラフは令和３年度決算の数値で，本市は比較的低い水準に位置しています。

※ 千葉県内市類似団体との比較（財政調整基金現在高／標準財政規模）
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※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。
※標準財政規模に関する説明は，Ｐ９を参照してください。
※割合については，算定するに当たって用いられた数値を千円単位とし，算定しています。

（注）表示単位未満を四捨五入しています。

※標準財政規模に関する説明は，Ｐ９を参照してください。
※財政調整基金現在高/標準財政規模については，算定するに当たって用いられた数値を千円単位とし，算定しています。
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市債は，「世代間負担の公平性」と「財政収支の年度間調整」の機能があります。家計でいえ

ば，住宅ローンです。今後の経常的経費の動向や大規模事業等を見越しながら市債借入の管理を

行わなければ，財政の弾力性が失われる恐れがあります。

8 市債残高

下のグラフは令和３年度決算の数値で，市債借入金額の抑制により，市債残高，また市債残高

を標準財政規模で除した値ともに，他団体と比較して中位に位置しています。今後も市債の適正

な発行に努めていく必要があります。

※ 千葉県内市類似団体との比較

※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。
※市債残高/標準財政規模については，算定するに当たって用いられた数値を千円単位とし，算定しています。

（注）表示単位未満を四捨五入しています。
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財政破たんを未然に防ぐことを目的に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全

化法）」という法律ができ，財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして以下

の４つの指標（健全化判断比率）を議会や市民の皆様に毎年公表することが義務付けられました。

9 健全化判断比率について

指標 説明

実質赤字比率
地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計等」に生じて

いる赤字の大きさを，その地方公共団体の財政規模に対する割合
で表したものです。

連結実質赤字比率
上水道や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」

に生じている赤字の大きさを，財政規模に対する割合で表したも
のです。

実質公債費比率
地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさ

を，その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。

将来負担比率
地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大

きさを，その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの
です。

区分
実質赤字
比率

連結実質赤字
比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

八千代市 － － 5.9％ 5.5％

早期健全化
基準

11.54％ 16.54％ 25.0％ 350.0％

財政再生
基準

20.00％ 30.00％ 35.0％

※ 令和３年度決算における八千代市の状況
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それでは，八千代市における地方公共団体の財政の健全化に関する法律の対象について見てい

きましょう。

一般会計

特
別
会
計

一部事務組合・
広域連合

地方公社・
第三セクター等

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率墓地事業特別会計

地
方
公
共
団
体

国民健康保険事業
特別会計

介護保険事業
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

水道事業会計

公共下水道事業会計

千葉県市町村総合
事務組合

四市複合事務組合

印旛利根川水防
事務組合

北千葉広域水道
企業団

後期高齢者医療
広域連合

千葉県信用保証協会

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計
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令和３年度決算では，早期健全化基準（２５．０％）を大きく下回っていますが，県内市の中

では比較的高い数値となっています。今後も市債の適正な発行に努めていくことが必要です。

10 実質公債費比率

市債残高の減少や財政調整基金現在高の増加等に伴い，平成２９年度以降は千葉県内市平均値

を下回っています。また，令和３年度決算では，早期健全化基準（３５０．０％）を大きく下

回っていますが，今後も市債残高や債務負担行為残高等の将来負担の適正管理を行い，財政の健

全化に努めていくことが必要です。

11 将来負担比率
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下のグラフは令和３年度決算の数値で，実質公債費比率が比較的高い水準であることが分かり

ます。今後も市債の適正な発行に努めていく必要があります。

※ 千葉県内市類似団体との比較

団体名
実質赤字
比率

連結実質赤字
比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

市川市 - - 1.6％ -

松戸市 - - 1.4％ 3.3％

野田市 - - 4.8％ 13.4％

佐倉市 - - 1.4％ -

習志野市 - - 7.7％ 26.9％

流山市 - - 1.1％ 45.1％

八千代市 - - 5.9％ 5.5％

浦安市 - - 8.2％ 37.1％

※類似団体とは，総務省において分類する態様（人口及び第２次・第３次産業人口比率）が類似している地方公共団体のことです。
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財政運営の基本的計画

本計画は，平成２６年度決算において，経常収支比率の上昇による財政硬直化や積立金残高の

減少等が進行していたことを踏まえ，持続可能な財政運営を行いつつ，総合計画に掲げられた事

業を着実に推進させるべく，中長期財政収支見通しをもとに目標とすべき財政指標を定め，職員

一丸となって財政健全化に取り組んでいくための指針として，平成２８年２月に策定されたもの

です。

なお，この計画の計画期間は，平成２８年度から令和１０年度までの１３年間としており，

「八千代市第５次総合計画」との整合を図るとともに，財政目標の達成に向けては，「八千代市

行財政改革推進ビジョン」及びその他の市の計画とも連携を図っていくものとしています。

（体系図）

八千代市行財政改革

推進ビジョン

その他の市の計画

八千代市財政運営の

基本的計画

八千代市

第５次総合計画

中長期財政収支見通しは，持続可能な財政運営の確立に向け，限られた財源を効果的・効率的

に配分し，計画的に事業を実施していくための基礎となる資料です。最新の情報をもとに毎年度

当初予算成立後及び決算確定後にローリングを行い，予算編成の際の基礎資料として活用してい

くほか，市民への公表を行うことで，財政運営の透明性を図っていきます。

1 財政運営の基本的計画

2 中長期財政収支見通し
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※ 中長期財政収支見通し

3 目指すべき財政目標

指標 経常収支比率
公債費負担
比率

財政調整基金
残高

市債残高

令和6年度
中間目標値

94.9％以下 14.0％以下
標準財政規模
の10.0％以上

450億円
以下

令和10年度
目標値

93.0％以下 13.0％以下
標準財政規模
の10.0％以上

400億円
以下

本市が抱える経常的経費及び将来債務の増加，基金残高の減少といった財政課題に対応し，持

続可能な財政運営を確立するため，目標とすべき財政指標を以下のとおり設定し，財政の健全化

に努めています。

年度 歳入総額 歳出総額 収支

令和４年度
当初予算額 65,260 65,260 0

令和５年度
当初予算見込額 62,746 64,158 △1,412

令和６年度
当初予算見込額 66,540 67,726 △1,186

令和７年度
当初予算見込額 68,086 70,355 △2,269

令和８年度
当初予算見込額 65,579 67,384 △1,805

令和９年度
当初予算見込額 65,668 67,055 △1,387

令和１０年度
当初予算見込額 64,516 65,877 △1,361

（単位：百万円）

※ 上記金額は，一般会計ベースの金額です。
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収入（円） 支出（円）

給与収入
（市税）

2,096,585 
食費
（人件費）

777,778 

パート・家賃収入
（分担金及び負担金，使用料
及び手数料）

145,206 
医療費
（扶助費）

1,535,020 

預貯金の取り崩し
（繰入金）

50,820 
住宅・車のローン返済
（公債費）

405,941 

親からの援助
（国・県支出金，交付税，
譲与税，各種交付金）

2,233,288 
住宅の増改築や車の購入
（投資的経費）

309,288 

住宅・車・生活費のローン
借入れ
（市債）

176,196 
光熱水費や生活消耗品
（物件費）

964,741 

雑収入
（繰越金ほか）

297,905 
子どもへの仕送り
（繰出金）

386,966 

合計 5,000,000 
自治会費など
（補助費等）

231,891 

収入と支出の差引（円）
住宅や車の修理代
（維持補修費）

17,357 

繰越金
（次年度繰越金）

157,470 
預貯金
（積立金）

82,151 

預貯金
（決算剰余として次年度積
立）

107,082 
雑支出
（その他）

24,315 

合計 264,552 合計 4,735,448 

27

1 家計簿に置き換えてみると

その他

令和３年度決算を，年収５００万円の家計に置き換えました。家計の項目に沿って表現したた

め，厳密な意味では内容が異なる場合があります。（）内は市での区分です。
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八千代市イメージキャラクター
「やっち」


